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１ 発災前後の気象状況と本県の被害状況 

（１）愛媛県の気象状況 

① 豪雨の特徴 

 

② 気象警報の発表状況 

 

③ 発災当時の気象状況 

 

（２）住民の避難状況 

 

（３）愛媛県の被害状況 

① 人的被害 

 

② 住家被害 

 

③ 非住家被害 

 

④ その他の被害 

 

⑤ 被害額 

・農林水産関係 

・商工関係（推計額） 

・土木施設 

 

（４）関係法律の適用状況 

① 被災者生活再建支援法 

 

② 災害救助法 

 



     

                                             

 

２ 県災害対策本部の対応と課題等 

（１） 発災前の状況 

 ＜検証の視点＞ 

〇 発災前から警戒体制はとれていたのか。 

〇 災害対応への事前準備は進んでいたのか。 

〇 職員の災害に対する心構えはとれていたのか。 

〇 市町との連携はどうであったのか。 

 

■ 対応の状況                                

◎ 県災害警戒本部の設置 

 ７月５日１時２２分、四国中央市に大雨警報（土砂災害）が発表されたこ

とから、県災害警戒本部を設置し、災害情報の収集等の対応にあたった。 

 ７月７日７時００分の県災害対策本部設置まで、８班体制で 24 時間の警戒

体制で対応を実施した。 

 警戒本部設置後速やかに陸上自衛隊のリエゾンの派遣を受け、情報共有等

を実施した。 

◎ 県から各市町・消防等への大雨に関する情報連絡 

 松山地方気象台から発表される「土砂災害への警戒」を県内市町や各消防

等に一斉放送にて伝達するとともに、消防庁から発表される「土砂災害、

低い土地への浸水、河川の増水や氾濫に厳重注意」情報を県内市町にメー

ルで伝達した。 

 上記対応は行ったが、豪雨災害を想定した県から市町への特別な注意喚起

は実施しなかった。 

◎ 防災関係機関における事前準備 

 近年、主に南海トラフ地震を想定した訓練を実施していたため、風水害へ

の対応訓練が不足していた。 

 国、県、市町、防災関係機関の発災前の対応状況の共有がなされておらず、

機関ごとの判断による個別の対応となった。 

 

□ 円滑に進んだ点                                     

◎ 県災害警戒本部の設置 

 愛媛県災害対策本部要綱第２条第１項に基づき、速やかに関係職員が登庁

するとともに警戒本部要務に着手した。【県防災危機管理課】 

 県防災通信システムについて、支障なく稼働できた。【県防災危機管理課】 

◎ 関係機関との連携 

 警戒本部設置後速やかに陸上自衛隊リエゾンの派遣を受け、情報共有等を

実施した。【県防災危機管理課・陸上自衛隊】 

 松山地方気象台や消防庁が発表する気象情報について、一斉放送やメール

を利用し、速やかに県内市町等との共有を行った。【県防災危機管理課】 



     

                                             

 

 

□ 改善が必要な点                                     

◎ 発災前の気象情報の情報共有や災害への注意喚起 

 一斉放送やメールを利用した気象情報の情報共有を実施していたが、一方

的な情報送信となっており、双方向の関係による情報共有やその場を利用

した要請を行うことが効果的であった。（豪雨災害発生後の台風接近時には、

テレビ会議による注意喚起を実施。）【県防災危機管理課】 

◎ 防災体制の共有認識 

 国、県、市町、防災関係機関の発災前の対応状況の共有がなされておらず、

機関ごとの判断による個別の対応となったことから、気象状況等に応じて、

それぞれの機関の防災態勢について共通認識を持ち、速やかな連携を図る

必要があった。【県防災危機管理課】 

◎ 訓練実施による全職員の意識と知識の向上 

 近年、地震を中心に訓練を実施していたため、防災局以外の職員に、風水

害に備えた教育・訓練等が十分にできていなかった。【県防災危機管理課】 

 

□ 改善の方向性                               

   近年、南海トラフ地震への対応を想定した訓練を中心に実施しており、その他

の災害への対応訓練が不足していた、また、各機関の気象情報等に応じた防災体

制の共有が図られていなかったことを踏まえ、下記の方向性により改善を進める。 

○ 災害発生前からのテレビ会議を利用した市町等との気象情報の共有に加え、

住民に対する早めの避難、事前警戒の早期呼び掛け等の要請を行う。 

○ 風水害等に対し、県や市町、防災関係機関とも連携したタイムラインを整備

する。 

○ 発災時の災害対応を円滑に行うことができるよう、様々な災害に対応できる

図上訓練や各種研修会を実施する。 

 

 


